
監 査 委 員 公 表

監査委員公表第 7号

地方自治法 (昭和 22年法律第 67号)第 252条の 38第 6項の規定に基づき、長崎県知事から令和 3年度包
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長  崎  県  知  事  大石 賢吾

令不□3年度包括外部監査の結果に基づく措置について (通知)

このことについて、地方自治法第252条の38第 6頂の規定に基づき、別紙の
とおり通知いたします。



令和 3年度包括外部監査結果に係る措置に関する調書

<テーマ>県営住宅に関する事務の執行について

Ⅲ 包括外部監査の結果報告 B各論

第 1

第 2

第 3

第 4

第 5

第 6

入居関係事務

入居中の事務

退去関係の事務

駐車場

集会所

駐輪場

1

4

10

12

14

15



令和3年度包括外部監奎結果に係る措置に関する田書

Ⅲ 包倍外部監査の結果報告・各綸

第1入居関係事務

措置計画又は今後の方向性

ることは壼薙てはあり
(令和 7年

4
い

る計画で進めてま

す

措置状況

(措置済み )
令和 4年度の第 1
子において、
については、徴取 しな
肉のパ ンフレッ ト

(措置済み)

令和 4年度の第 1翔募集より入居者募集案内冊
子において、民間質貧住宅の滞納状況確認書類
については、徴取 しないこととし、入居募集案

内のパンフレットに公営住宅の滞納がないこと

を確認する旨の配載を行いました。加えて、証

明する書類の提出を求める記載を行いました。

(措置未済 )
個々の状況によって提出してもらう資科が相違

するので、マニュアルにより判断肉暮を記磯す

ることは現時点では困難と考えますが、これま

で提出された書類を研究 しマニュアル作成を検

討します。

(楯直済み ,
令和 4年度よリチェック項目の損E載方法を査更
し、入居募集案内の様式に持ち家の項目を追加

しました。

項 目

長崎県営住宅条例 6条 1項 3号において「地方税及び地方公共団体又 Iよ公共的団体が住民に賃賞する住宅の家質を滞納 していないこと」が入居者
資格 (申込資格)と して定められている。
しかし,「令和 3年度県営住宅入居者募集のご案内」における入居者資格 (申込資格)の案内では,単に「住宅の家賃に滞納がない」と配載され
ているだけであり,これが民間の質貸住宅等の家賃滞納ではなく公営住宅等の家賃滞納がないことが要件となるということまでは案内の記職内容か
らは判然としない。
例えば,長崎市の市営住宅入居資格の案内には,「地方公共団体又は公共的団体が賃費する住宅の家質の滞納がないこと」というように明確に要
件が記載されている。入居者資格は,公的費産である公営住宅を,住宅に困窮する方に対して公平に供給するための要件である。また,入居を希望
する者にとっては,入居申込をするに当たつていかなる要件が必要となるのかは基本的且つ重要な関心事である。
したがつて,入居者資格 (申込資格)の案内は,可能な限 りその要件を明確に配載すべきであり,家賃の滞納に関しても,公営住宅家賃等の滞納
がないことを明記することが望ましい。
入呂者音格 (申込査格)の室内は 可能な限りその要件券眼確に配置すべきであり 公営住宅宝管の滞舶がないこととRq記することが望表しい_
(章貝〕

を滞納 していないことは入居者資格 (申込資格)の
し い 。

を確認するために、家質の引き落とし口座を確認 した

いことIよ、賃貸借契約を締結するに当たり重要な検討事項ではあるが、少なくとも現
から、申込者に対して確認作業のために資

りは、申込者に対 して民間質費住宅の家賃

について 入居者資格 (申込資格)と定められていないこと
なり、相当ではない。
いことが入居者資格 (申込資格)と定められない限

ることは差 し控えるべき

Iこ対し
公営住

を探 し
に判断

項目設

いずれの項目においても. うな資料等をもっ
ような疎明資料にて客観的に判断可能かどう 目をどの

よ つ をまとめたマニュ しい。

公営住宅において して居住用不動産を有していないことが申込要件の―つとされているが,住宅状況申告書には,居仁用不動産を石し
ていない。ていないという

リン 1の  「 しているとのことであるが,そうであるな
ていても特,lと して認められる要件骸当性

い¬ビ
と し

る者で,県営住宅入居後2ヶ月以内に取
でなくなる場合,のいずれかに散当する

り壊し
目に

り

してい
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令和3年度包括外部監と倍果に係る措置に関するコ書

皿 包播外部監査の結果報告・各曲

第1入居日目係事務

措置計画又は今後の方向性

令和 5年圧当初に要通 いた します。

次回の摺雇管理者の史新時期である令和 7年 4
月をめどに、抽選方式の提案についても求める
ことといたします。

措置状況

(措置未済 )

住戸内の写真について1よ、令和 4年度中に入居
可能な住戸の中から対象住戸を選定 し、掲載す

る写真の整理を行つたうえで令和 5年度より掲
破することいたします。

(措置未済 )
入居申込がオンライン化されておらず、コン

ピューター抽選方式を行うにしても完全オンラ

イン化するのか、現在の抽選方式のみ電子化す

るのかなど多くの手法があることから、今後研

究を行つてまいります。

(循直済み)
令和 4年度の第 1期入居募集案内バンフレット
よリチェックリス トを追瀬 し、周知を行いまし

た。

項 目

所在地 ,全戸類,足設年
ようになっている。

いると評価できるが,長崎県住宅供給公社のホームペー
間取 り図.病院や学校等の近隣の施設な ,

い 。

とめられてい ることは可能であつたが,今は広 くインターネットが普及し,必要
インターネットを利用してと て きい。 に申込を検討する者の多くは ,

と考え
令和 2年度末時点で11 であり ( し

にして

た

こ と

きる人盾希望者の人啜が限
し て

て し ことに る
り お ン

され, ジェクターによってス リー よ :こ′ して

あれば,拍選自体をヨンピュー
リも時間の短消にも有用であり

る ヨンピュ
であ してい

り, EI よ 良い抽選方法に しい。

入居資格の審査に関して,必要書類の確認方法についてヒアリングをしたところ,申込者が春理を提出する瞭に「0封面に入れて提出するもの」
としてチェックリストが付いており,それを元に確認する旨回答がなされた。
そのチエックリストが次のとおりである。

●封信に入れて住宅公転へ提出するもの

口
一
ロ

口

一ロ

ロ

□

□

口

一自

ロ

□

ロ

口
一
ロ

口

一ロ

□

ロ

ロ

口
一ロ

ロ

ロ

ロ

缶各1笠軍暫脚 一

臓 羅 人 の 印 皓 饉 切 各

ェ      構      喜 ※「屎ほ大σ〉責務」OFロ

岳競書蒙重 要観を

霞取●(敷後・蒙貴,

析入居者建籍表

入居決定者アンケートロ査票

盛章お請,(監車看を契約する方)

堂活状況等日と書 (80'以上の方全員 人ヽにつき1枚 )

その他

①

②

③

④

⑫
一⑤

0

しか し,こ のチェックリス トは,保証人の収入証明や敷金等の領収をからも分かるとおり,入居着責格審査の合格後入居決定者に対して提出を泰
める書類のチエックリス トであり,入居者資格審査における提出書類のチエックリス トではない。
入居者審査における書類の提出は,仮当選者にとっては重要な手続であり,その手続を確実に履行させることで,住宅の確保の国窮する者に対 し
て速やかな入居審査が可能となるものである。
そのためには,入居者資格審査に必要な書類に関 して,速やかな提出が可能となるよう.チェックリス トを作成 し,仮当選者に交付することが望
ましい。
入居畜幕審春に拡喜旋各麺について チェックリス ト弁作虚 し 仁当翼者に対 して変付することが望ましい。 (意見 )
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令和3年度包括外部監査結果に係る措置に関する調書

Ш 包播外部監査の結果報告・各曲

第1入居関係事務

措置計画又は今後の方向性

つてまいり

措置状況

(猪直済み ,
令和 4年度の第 1期募集より入居者募集案内パ
ンフレットに長崎市以外の市町については個別
に相敲いただくよう記載 しました。

(一部、循直所 ,
保証人制度については、現行通 り1名 の保証人
の連署を求めつつ、保証人がいない入居希望者
への対応として、連帯保証人違署免除申請の手

続きを令和 4年度の第 1期募集より入居者募集
案内パンフレットに記載 し周知に努めておりま

す。
令和 2年 4月 から令和 4年 6月 までの連帯保証
人連署免除申賄件数は14件であり、全て承認 し
ております。都道府県単位の取 り扱いについて
は、令和 4年 4月 1日現在、全国47都道府県の
うち、28団体 (596%)及 び県内21市町は、保
証人の制度を維持 しております。今後、他の自
治体の動向を鑑みながら改正について検討して

まいります。

家質債務保証業者の活用については、保険料の

負担方法について検討を要することから、今
後、検誕 してまいります。

項 目

県宮住署への入活者質格の中の一つに , という要件がある。長野県宮住署乗1ヌ』では, 6条 1]員 1号に,婚,日
と規定されており,事実婚の場合であつても同居親族がいる場合の場合「婚姻の届出をしな J

に当たると認められている。
そして おいては, には入籍後の住民果や戸簿賠本の提出 , 「婚約証明書」の提出などが求められて

戸籍膳本や入籍後の住民粟等の資料に
お り れ に記載 て い る

して と

て′く―
を導入

して

してし てヽ パートナーシッ し

Jレに し

して「 3

シ ッ ツプ もヽの
可能であると思われる 共生社会の実現という く一

審査書類を例示するなど

お
‐
し を刊毘としながら 例 外 円 に保 X止人 鬼 際 を認 め て お り,保 E止人 を召E保で きな いた

め

し よ
つし

に いことに 1

い し い と ての役

えにくい。
なお. ヒアリ 中 てもらう事実上の理由として いう意味合いがある旨の回答を得

つ し て 」 でも言及されているとおり、入居時に緊急時
ることができる。ることで売足す

¬ビしヽ おいては,
ると,令和 2年 8月 1日時点で保証人の要否を検
り大分県が指定する家質債務保証業者と保証委託

てヽ 保証人の制度の廃止や保証人免除規定の改正,家賃債務保証

所管

住署際

便 :E際
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令和3年度包括外部監査結果に係る措置に関する調書

H包括外部監査の結果報告・各凸
第2入居中の事務

措置計画又は今後の方向性措置状況

アクセスがいいと
あること は

た 、

か

ってまい

(指こ済み )

県て実施する住戸改善事業においては、すべて

とい炊き機能を付畑 していることから、差異は

生じないと考えます。
住戸改善事業以外の個別設置分において、追い

炊き機能が付加されていない場合でも、一算機

能の付加であることから利便性計数に差異を設

けるまでは至らないと考えます。

(措置済み )
本人申し立てのみによる収入分位により、抽選

を優遇すること及び特定分位において、当選率

を上げることは公営住宅の趣旨から鑑みて、公

平性に欠けると考えることから、現行通 りの対

応を行つてまいります。

なお、令和 4年 4月 末時点の 1分位の入居世幹
は、7,462名 (7269`)。 県営住宅の一般世帯と
される低額所得者 (1分位～ 4分位)の入居世
帯は、8,838名 (869も )となっており、入居者の
状況から低額所得者や高齢単身者・高齢夫婦世

辞の住宅セーフティネットとしての役割を現状
においても果たしていると考えております。

り
い

図 つ

について
い か 、

けられ

項 目

ついて」において して挙Iザ ら
お し 「近い将来

し 固定資

設備条件に係る係数に関して考慮される要素については,風呂及び風呂金の有無,ガス輪湯器の有無にとどまつているが,県営住宅によつては ,

浴室の追い焚き機能の有無などに差がある。
段借条件にかかる模数に出してIよ 浴事の追い養き桂會Fなど他の設笛の右無について1.者虚要素とすべきかどうかについて 検討 していてことおく
単ましい、 (な見)

る 最も収入の少ない 1分位の入居世帯の割合が,729も前後で推移 しており,平成27年の全
る必要性が高いのは,低所得者の階唐であるところ,こ の分析によれば,長崎県においく つている。
きわたつてし

目的である . 「
す

して,低藤な家賃で住宅を賃貸し,国民生活の安
次いて2分位の入居希望者,次いで3分位の入居る」 ら 1

し して ,こ のような
とはいえない1

この し こ の 平成

させる
られる

このよ て い ることは理解 しているが, これ可能な限り実現

3 3 9
る滞納理由は , ているとこ

ろで てヽ て い く されているとはいえない。
Sか月 して し,督促状を送付することになつているところ,滞納が 3か月以上

,指定管理者である住宅供給公社との連携により,情報る とが必要であり

共有を
その上で

ことも必要である。

上でも し

ことが望ましく

所管

住署課
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令和3年度包悟外部監奎結果に係る措置に関する旧書

皿 包括外部監査の結果報告・各強

第2入 居中の事務

措置計画又は今後の方向性措置状況

(措置済み )

原則として 3～ 5か月分の滞納者へは督促状を
送付 しているため、現状としては対応 していま

す。
ただし、督促状送付前に当課と納入誓約を取 り

変わ しており碓実に納入されている場合、一律
に督促状を送付することは入居者との信頼関係

を授なう恐れがあるため、状況に応 した対応を

行つてまいります。

納入誓約後に支払いが滞つた場合は催告や呼び

出しを行うなどの、滞納整理を行つてまいりま

す。

(措置済み )
原則として入居滞納者と同様に違帯保証人に対
しても督促状と同時に納入指導依頼書を送付 し

ています。
督促状と

とのト
ケース

思慮されるこ

って地区ごとに滞納者に
てまいり

(措置済み)
主債務者や違帯保証人等に対する財産調査の方

法については、令和 4年 7月 に策定いた しまし
た。

(情置済み )

長期滞納者の連帯保証人に対する腑求について

は、県営住宅家賃滞納整理事務処理要領に沿つ

た手続きを基本 としながら、長期間違繕が取れ

ない滞納者など悪質と判断されるケースによっ

ては契約解除通知の段階での催告について実施
してまいります。

項 目

前述のとおり1滞納彊理要綱及び滞納霊理要傾においては, 3か月から5か月分の琢質を滞榊 している者に対し, 2か月に 1回は晉4JE状を送付す
ることになつている。
もっとも,実際には,滞納家質督促徴収員からの報告などを踏まえてということであるが,督促状を送っていないケースが相当数認められた。
私債権について,「普通地方公共団体の長は,債権について,履行期限までに履行 しない者があるときは、期限を指定してこれを督促 しなければな
らない」とされ (地方自治法施行令171条),ま た,この督促は,督促状発行の日から20日 以内の期限を指定した督促状により行わなければならない
とされている (財務規則163条 )。

最初に行う督促に限つては,時効中断効が認められるため (地方自治法236条 4項),督 促を受ける者と受けない者が生 してしまえば,時動の起算
点について慎務者ごとに取扱いを変えなければならず,時効の管理を続―的に行うことが不可となる。また,時効中断効は連帯保証人にも及ぷため
(民法457条 1項),連 帯保証人との関係でも,督促を行つているかどうかで.統―的な取扱いができなくなるだけてなく,連帯保証人間で不平等な
取扱いになつてしまう。
平成26年11月 5日 付けの国土交通省住宅局住宅総合整備際長による「公営住宅の滞納家質の徴収における留意事項等について」 (国住備第135号 )
においても,家質の滞納については,法令等の規定による督促等の措置を早期に講 じ,あわせて,入居者の収入等の状況や事情を十分に把握するこ
とが周知され,平成30年 2月 23日 付けの国土交通省住宅局住宅総合整備課長による「公営住宅管理の適正な執行について」 (国住常第1田弓 )におい
ても,同様の内容が周知されている。
寄散月丈日 (2か 月に 1回)において 3か 月からSか月分の表管非滞鱗 している者については 全てのケースで督IP状 弁撲付すべ■である_(指
描喜垣〕

は , り滞納の状況を通知することになつており,長野県においても,書促状の遺
に対 し

れ て いる場合など,納入指導依頼書の送速が見込めないようなケースでは,納入指導依
で送付 しているわけではないため,督促状を送付 しないケースでは,納入指導依頼あ ス

し し して履行の怖求をしなければならないと
履行すべき金額.履行を備求する理由,

し

いう目 とどまらず,滞納家質が解消されない場合には,今後,連帯保
うことを予め周知し と う 目

前述のとおり,長期滞納者には催告書を送付し,それても全額納付をしなかつ
ない者で,特別の事情がある者又は分割納付を認めることが徴収上有利であると
としている。

でき
ことせ

この るか否か,「分割納付を認めることが徴収上有利であると認める者Jに嵌当するか否かの判断は,住宅課に
得るマニュアル等は策定されていないため.統一的な判断ができず,慈意的になる可能性があることも否定と ろ ,

し ス

も ず,
つとて も

いて」
いて行

を行うの このよう

らないとされな し し

(地方自 て

ものと と て

と 2 く免

とき,(4)単 身の入居者が死亡 したと
3・ 1)と されており,このようなケースが (5)に

れ

ま

てお

し

い え

し

日判決)

り

よ

して

して

として無効とされた

所管

任 零課

匡署課

仁署課
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, 84

p 85

p 85

p 86
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令和3年度包幡外部重と結果に係る措置に目する嗣書

皿 包播外部監奎の結果報告・各造

第2入居中の事務

措置計画又は今後の方向性措置状況

き け する

につし
てまい

4 7月 26日 に顧間弁護士と協議を
としております

うち

ス ない滞

(活
=済
み ,

主債務者や連帯保証人等に対する財産田査の方

法については、令和 4年 7月 に策定いたしまし
た。

おいて

月

して

トラ
まいり

項 目

当事者とはしていない。

てヽ については百及されていない。
。)のうち,滞納月数24か月～35か月が 7世帯,滞納月数36か月以上が

ていない のがある。
71 し, 同

とヽし5
て し

「必要性」の判断は,住宅課において行つているところ,その判断墨率となり得るものが示されていないため,縦

から5 (民法 166条 1項 1号,改正前民法 169条 )。 すなわ ち,各月分

このよ か すれば,滞納家質の一部について弁済が
あ よ

2
と

うな充当が可能である。
いては , 9月 ための納付書を用 9

当するため,滞納家賃については, 3月 分の家質が未納とせ く つている。 9

を吉いものから充当していくことが, とこ
た,
とい

い

よ として もヽのから
よ つ つてし も望ましいこ い 。

所管

住宅課

任 IB課
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令和3年度包括外部監と結果に係る措置に関する調書

Ⅲ 包括外部監査の結果報告・各山

第2入居中の事務

措置汁画又は今後の方向性措置状況

として差支えないと

4年 4月
納付形鍛は、代理納付6739も 、ロ

166%、 納付書払161%で 、
替の合計は83

令
よ
と

和 日

る
「こ
してし

ついコ〔 4年度末ま

(措置済み ,
当酸項目の記載方法について

連済みであり、周知について
は住宅課職員へ伝
は対応済みです。

(措■済み )
令和 4年 7月 に修正いたしました。

(清直済み ,

家質減免申請は滞納がある状態では申綸ができ

ませんので、徴収猶予におけるヒアリングにつ

いて、家質支払いが困難な場合、随時相酸に応
してお
また、 い¬ビ

か

い

(措置済み)
令和 4年の住宅供給公社の広報誌に浴室改停に
かかる記載を行い、すべての入居者へ周知を行
いました。

項 目

公営住署に入居する観保臣世帝に対する代理榊付用圧の活用吾】合が809`以 上の地方公共団体は,全国の 5吾il弱 (4′ 1%,であるところ.景鳴県の
代理納付実施率は,以下のとおり68569と にとどまっており,この80,6以上の地方公共団体には入つていない。
代理納付の活用について,長崎県においては,住宅扶助を受給 している滞納者に勧めることはあるものの1活用に向けての積極的な働き掛けまで
は行つてはいない。
住宅扶助で家賃額以上の保護費を受綸 している入居者について,代理納付の活用に向けて働き掛けを行うことは,住宅扶助の趣旨からすれば,当
然のことである。なお,住宅課によれば,住宅扶助で家賃観未満の保離資を受給 している場合には代理納付の実施はできないとのことであつた。
国土交通省の平成元年通知においても,住宅扶助は,民生部局との連携を十分にとることにより,必ず家質支払いに売てるようにさせることと指
示されているし,国土交通省住宅局住宅総合整備課長の平成30年 2月 23日 付けの「公営住宅管理の適正な執行について」 (国住備第180号 )において
も,公営住宅に入居する家賃滞納者に対 し,適切な指導や支援を行う観点から,「家賃を滞納 している住宅扶助受給者に保る住宅部局と生活保護担
当部局の情報共有について,具体的な例を事業主体に示すこと等によりその取組みを促 した上で,生活保議担当部局における代理納付を的推に実施
させる」との働告がなされている。
住宅挨助の代理舶付については 積極的な活用に向けて働き番け井行い 代理触付弁的確に皇協できるようにしていくことが望ましいぃ (意見う

,その引提となる需穀に膜
とされていたが,正しくは

りが認められた。
「判決確定日の翌日」である。ま
ているかどうかを入力する編はな
あり,これを除外する理由はな

た,
く,

か られて
らない情報で

い 。

県営住宅管理システムの格築には相当の費用がつぎ込まれており,また,同 システムの管理,運用についても,民間事業者に対 し,年間に
7,050,266円 の委託愛が支払われているところ,システムの前提となる情報に膜 りがあれば,県営住宅管理システム導入の効果が十分に発揮されず ,
時効管理などを適切に行うことはできない。
県営住宅管理システムについては 任権管理 時効管理弁行う上で正確な情報が入力されなければならないため そのような観点から 改めてそ
の構観存行い 置った構翌を正すべきである_(指 摘事項 )

県営住署冒理システム上の傾種管理輝の偏考襴などに入力する肉審が税

「
正
( 1)→ 2→ (2)」 と記載されているが,正 しくは「 (1)→ (2)→
(は「連絡協調」である。(3)

長崎県営住宅浴室改修取扱要領 によれば,住宅供給公社が指定管理畳で負担改修を行 うためには,まず.入居者が これ を希望 しなければな らな

らかではないが,入居者の希望を要件とする以上,制度については十分に周知される必要があ
ι

とどまつており,このよう のみで十分である ある。

所管

住宅課
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令和3年度包括外部監と結果に係る措置に目する調書

Ⅲ 包括外部監奎の結果報告・各曲

第2入居中の事務

措置計画又は今後の方向性措置状況

(活■済み )
逃憩行為については様々なケースがあり、それ
ごとに対応も異なること、指標に瞭当しない場
合の対応判断に昔慮することから判断基準を定
めることは困難です。
また、入居説明会時に入居者へ手渡す「入居の

しおりJにも迭感行為にかかる記載をしてお
り、周知を行つております。

項 目

長崎県においては,逃憩行為を根拠として立入検登を行つた実績.迷霧行為を理由に明漫しの隔求を行つた冥額は,いずれもないとのことであ
る。
入居者によ は , し,また,迷惑行為が「周辺環

これらの要件族当性についての境 し し きると
してし

所管

仁 零課p.109



令和3年度包括外部重と結果に係る措置に関する日書

皿 包括外部監奎の結果報告・各綸

第2八居中の事務

措置計画又は今後の方向性措置状況

(措置済み )
住宅課職員及び公社職員に対 し
ステムに対応事例の入力に対す
おります。

県営住宅管理シ
る周知を行つて

令和 4
し

つて

4年 9月 ごろに実施す
て

項 目

苦信甲入れを受けた増合の記録は,住署供給公社の暇員が配際をとり,糧ベースで保存 しているところ 配環の収 り万,対応やその覇果の配駆の
有無・方法などについては,担当者ごとに異なつており,続―的な運用がなされていない。また.県では,相稜概要やその対処の事ケJを県営住宅管
理システムに入力して対応事例集としているが,平成28年 10月 を最後に,追加入力はなされておらず,相当の費用を受やして構築 した県営住宅管理
システムの利点が生かさせていない。
申入れのあつた警構等については 全件 県営住宅管理システムに入力する等 して 担当者以外のをもその肉惑 対処方法 対処錯異などの情報
共有できるような体制を整え さらには その肉窓お̀定期的に分新 し、事後対応 事前対応に経立てていてのが望ましい、 (意見 )

長崎県では,高霞所得者配定通知書の中で,県営住宅を明け涯さなければならない冒を記職 しているが, I明 け激 しにかかるスケジユールは別選
通知 します。」との記載にとどまり,近年1県営住宅明歳 し脩求書の発送には至つておらず,高額所得者への建物明注 しを求める訴訟提起もなされ
ていない。
この理由については,高額所得者が,糧ね.①主たる生計維持者が給与所得者であり,勤務年数を重ねることで給与所得が上昇し,高額所得者認
定に至つたケース,②いわゆる「働き子が多い」世帯であり,夫婦や同居家族の所得を合算すると高額所得者となるケースの2種に大別されるとこ
ろ.①については,勤務年数を重ねているというのは,その分退職が間近であるともいえ,こ こ数年で高甑所得者の認定から外れることが見込まれ
ること,②については,子ども世帯が婚姻等により転出して高覆所得者から外れることが見込まれること,の 2つを挙げる。
高額所得者と認定され明浚しを求めても,数か月で退去できる世帯は稀であり,明とし猶予期間を設ける必要があることに照らせば,明渡請求を
求めないことにも一定の理由は いえる。
他方で , れていない特別な措置を許容す

.住宅等のあつせん・相談の
いえる。

る

し り し て し と

し り ついて,退去の促 し,他

て建物明渡しの賄求を行つた上で,「高額所得者に対す
てもなお,建物の明激しに応しない高額所得者に対して

る長崎県営
は,明注 し

し

などに ことが確実に見込まれる世帯については,建物明渡騎
を控えるという選択の余地も残すべきである。こ と この し

所管

住宅際
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令和3年度包精外部監査結果に係る措置に関する』書

Ⅲ 包括外部監査の結果報告・各綸

第3退 去関係の事務

措置計画又は今後の方向性措置状況

(清■済み )
条例第26条第 3項において、敷金は原則還付す
る旨を規定しており、例外として未納家費等を

控除することとしております。その控除にあ
たっても規則第15条第2項において、具体的に何

を控除したか、その明細を通知するとされてい

ることから、送去者への意思確認のために委任

状を求めること1ま規定と運用に盟協はないと考

えます。

(措置済み)
令和 4年度当初に退居予定者への説明資料とし
て提示 しております。

(措置済み )

現在でも退居申し込み時に目安の金額を口頭に

て伝えております。
入居者の使用状態、入居年数などにより退居補

修貴の金額は変動 します。算定の結果、提示し

た金額以上と算定された場合、退去者から当初
の説明と相違するとの苦構が寄せられることが

想定されることから、入居説明時における一律
的な金額を提示は困難と考えます。

項 目

長崎県営住宅条例26条 3項は敷金の選付及び敷金の充当に関して次のように規定 している。

長崎県営住宅条例
第26条  (敷金 )
知事は,県営住宅の入居者から敷金として入居時における家質の 3月 分に相当する金額を徴収することができる。
2 知事は,特別の事情があると認める者に対 して,前項の数金の減免又は徴収の猶予をすることができる。

居者言童詈写葉會標権企曇事菅曇篤祭意憲習讐産振盗ふ盲七ふ告:1を盛
る。ただし,未納の家賃.割増資料,第38条第2項の金銭,延滞金又は入
!除する。

4以下略

すなわち.長崎県営住宅条夕126条 3頃は,入居者が県営住宅を明け渡す際に,入居者が負担すべき修繕に要する彙用がある場合は敷金を充当する
ものと規定している。
この点に関して県に運用を確認したとこる.退去停椿資については,「 2 退去手続き (5)敷金の還付」のとおり,退去者からの委任状がある
場合に限り敷金を充当しているとのことである。
県がそのような運用にしているのは,敷金が担保する侵務としては入居者の故意・過失によって生したものを予定しており,入居者の故意・過失
によつて発生するだけでない (通常の使用による通常損耗分の)退去停構費までも数金が担保することを予定していないとの考えに基づくとのこと
であつた。
こうした理由に合理性がない
し,退去者から委任状があるこ

とは言えないが, b ではなく「控除する」と規定

とを条件として と と

リス
願 >

ある
べ■である^(指 植喜】g)

退云予雇者に 1退云調査説明手現テ
「県営住宅退去検査通知書」を交付

エックンー ト」を便つて退云停
して退去修繕愛のうちの前払い

に準備するよう依頼 している。
し

し を退去予定者に通知し,退去検査当日
次の2
シート」のチ
の他)

とつに「畳及び換の補停費用は、その場で現金精算です。ただし,市外に退去の
でヽす。」の記載がある。このうちの「市外に退去の方」は誤りで,正しび清掃そ を含めて

「 の「支払方法」欄に r各業者から請求書が概ね lヶ月後に郵送されます」の記載がある。これは平成25年 3月 以
以降は住宅供給公社が退去者に請求する方式に査更されたが,この記載は改訂されずにいたとのを説明したもので, 4月 ヽ日

ことで
住宅供給公社は,退去予定者にこれらの書類を渡す瞭,口頭で肉害を訂正する醜明を行つているとのことであるが,混乱が生じるおそれがないと
はいえないし,いずれの要訂正箇所も,退去者による退去停繕貴の支払時期や支払先に直接影響する重要な肉客に関するものであるから,早急に訂
正ない し改訂をすべきである。
温去予 P者に輩す 「浪芸田春聴瞬曙室珂手ェッウシー トI ttri「公社  l円 営件卓恨去濶各嘉 IのRF遣の うムのrrr盗い l…き

=Tぶ
」ンュ喜左館所につい

て 星争_に訂正旋い し護訂寿士べ きである_(指 糟喜頑 )

(予定 ) に , 」を用
って上いて説明されている く

記目安金額を知るのは , いて」に
ときに知 たり準備するのに時間を要したりする

こ と

どか 目安をあらか しめ聞き

で 目 ら その準備ができなかった又は

ん て よヽ

しか じめ 安を事前に岡くとは限らないであろうし,退去修繕長の負
では具体的な負担額を把握することが難 しい

を明磋なかたちで告知 しておくことが望まし
ること いのしおり に配載

を考 て,入居説明時等早
い 。
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令和3年度包括外部監と結果に係る措置に日する

“

書

肛 包括外部監査の結果報告・各綸

第3退去関係の事務

措置計画又は今後の方向性措■袂況

(措置済み )

令和 4年度は12か月以上滞納 し、納入誓約など

幕奢宅姜萬サ蜜学「
神者を対象に納入指導を

県が債務名嶺を取得するために必要な訴えの提
起等は積極的に行うこととしており、令和4年
度は10件程度を予定しております。併せて、債
務名機に基づく強制執行を実施してまいりま
す。

項 目

4
?た奪乳とを塚号言を憲F馨で翼ゼぞ霰責簿婁縮翌駆離こ写品畠'し密岳票τT覇醒は和解を行い。

場ヽ合は訴えを提起す し
ことであるが,平成24
平威24年度ころに家賃
うことであつた。
年 8月 31同時点で相当
とした強制執行を活用

平成 11 3～ 11件 あつたという
したところ,

で た可能性があるが , 辞網はわからないとい

と思われるが,令和 3
さらにはそれらを前提

て いこともある
え

るこ

所曽

住宅際

報告書賣

, 127
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令和3年度包活外部重と結果に係る措置に関する』書

Ⅲ 包括外部監査の結果報告・各治

第4駐車場

措置計画又は今後の方向性措置状況

(措置済み)
駐車場料金を算定する際は、整備費用等
から算定した近傍同種の料金を元に駐車
料金を設定しています。
今後、新規で整備する駐車場料金におい
ては、近隣駐車場の料金を今考に算定し
てまいります。

(清E済み)
包括外部監査のご意見を踏まえ検討した
結果は、以下のとおりです。
県営住宅における駐車場は各戸1区画が原
則となつております。
2区画目については空き区画があり当骸区
画に契約者がいないことを要件として、
臨時的に使用を認めているもので、正規
使用者が使用する場合は区画移動 (契約
解除)の必要がある契約となつておりま
す。
県営住宅は低額所得者向け住宅であるこ
とから、車両を複数台保有することは、
県営住宅以外の住宅を借りられる資力が
あるとも考えられることから、今後も2区
画目の許可においては従来通り1区画目の
15倍の金額で設定したいと考えておりま
す。

項 目

2 で述べ た とお り,長 崎 県営住 宅条例 69条は駐軍場 の便 用料 を近傍 同種 の駐軍場
における駐車場の整備及び管理に関する要綱12条 1項も,駐車場の使用
している。

そ こ これら どのように調査し,どのような考えに基づいていく
していないとのことであつた。ところ,こ

れる過程におし とおり,長崎県営住宅
因窮する低所得者であにおける駐車場の整備及 に関す 3つのう

ること」が重視され , 大きく
しかし,条例及び要翔に,駐車場の使用料決定において されてい
る以上,これらの料金を考慮せずに駐車場使用料を決定すること しないこと

所管

住宅課

住宅課

報告書貫

p.133

p.133
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令和3年度包括外部監査結果に係る措置に関する嗣書

肛 包悟外部豊査の結果報告・各綸

第4駐車場

措置計画又は今後の方向性

「長崎県営住宅における駐車場の整備及
び管理に関する要綱」に.駐車場使用料
の長期滞納に対する、使用契約解除の要
件や手続きを定め、令和5年度からの施
行を目指します。

措置状況

(措置未済)
令和 4年度中に要綱改正の検討を行い、
令和5年度からの施行を目指します。

項 目

お
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所管

住署課

颯告書Я

p.137
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令和3年度包括外部監奎結果に係る措置に関する田書

肛 包播外部監との結果報告・各山

第5集会所

措置計画又は今後の方向性措置状況

つ し

の行事を行 し、

ミュニケーショ くりの場 とし ら

て し こと して ります 営利を目的
つ し

るこ
るなと

することは困難 えます。

項 目

現地視察を行つた回地では,集会所で入居者が主催する趣味の会や教皇が行われているが,その中には,今加者の多くが入居者以外の本で主催者
が今加者から費用や謝礼を受領しているものもあるとのことであつた。
公営住宅の集会所で営利活動 (これには謝礼を受領して行う教室等も含まれると考えられる)を行うことを業上している自治体もあるが,県は長
崎県営住宅集会所使用要領 5条で「もっばら営利を目的とする活動」を使用不承認の対象としており,今加者から費用や謝礼を受領する趣味の会や
数室全般が使用不承認になるわけではない。
しか 5条の「もっばら営利を目 る活動」がし る基準がないため個別の事例に

れている建物であるから,そのと る 集会所は公の費用で設置 ,

に る ましい。

所管

住宅課

報告書買

p 139
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令和3年度包括外部監奎結果に係る措置に関する日書

肛 包括外

“

監との備暴報告・各B
第6駐輸場

措置計画又は今後の方向性項 目 措置状況

し て
いて記載
てもらう

したりしてし こうした状況は,入居者 (と く り,放置 しておくべき し り に つ て

とでない。 り し

つ る面積や費用が小さく,駐輸場での事故発生の可能性も低く,
い。こうした駐輸場の性格から,その管理を基本的に各国地の

また,使用料を徴収す
自治会に任せておくこ

る規
とに

して お ります

つ て t と して 指
と一体と

られたり,放置
ことや,撤去・

ることは, て

してし フ ,しにつ と 面ヽがある

報告書買1 所管
p.
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